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(57)【要約】
【課題】応答遅れを抑制できる連結機構、定着装置およ
び画像形成装置を提供する。
【解決手段】連結機構２は、第一カップリング１０と、
第二カップリング４０と、連結部と、弾性部とを備えて
いる。連結部は、第一カップリング１０に取付けられて
いる。連結部は、第一カップリング１０および第二カッ
プリング４０のいずれか一方の動力を他方に伝達する。
弾性部は、第一カップリング１０と連結部との間に配置
されている。連結機構は、第一隙間防止機構５０および
第二隙間防止機構６０を含んでいる。第一隙間防止機構
５０は、第一カップリング１０の回転方向における、第
一カップリング１０と連結部との間に生じる隙間を防止
する。第二隙間防止機構６０は、第二カップリング４０
の回転方向における、第二カップリング４０と連結部と
の間に生じる隙間を防止する。
【選択図】図１０
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　回転可能に構成された第一カップリングと、
　回転可能に構成された第二カップリングと、
　前記第一カップリングに取付けられ、前記第一カップリングおよび前記第二カップリン
グのいずれか一方の動力を他方に伝達する連結部と、
　前記第一カップリングと前記連結部との間に配置された弾性部と、を備える連結機構で
あって、
　前記連結機構は、
　前記第一カップリングの回転方向における、前記第一カップリングと前記連結部との間
に生じる隙間を防止する第一隙間防止機構と、
　前記第二カップリングの回転方向における、前記第二カップリングと前記連結部との間
に生じる隙間を防止する第二隙間防止機構とを含む、連結機構。
【請求項２】
　前記第一隙間防止機構は、前記第一カップリングの前記回転方向において前記連結部と
前記第一カップリングとが当接しているように前記弾性部が前記連結部を付勢している機
構を有する、請求項１に記載の連結機構。
【請求項３】
　前記弾性部は、圧縮コイルばねである、請求項１または請求項２に記載の連結機構。
【請求項４】
　前記圧縮コイルばねは、前記圧縮コイルばねの両端に一対の突起部を含み、
　前記第一カップリングには、一方の前記突起部が挿入される第一孔部が形成されており
、
　前記連結部には、他方の前記突起部が挿入される第二孔部が形成されており、
　前記圧縮コイルばねが捩られた状態で、前記一方の突起部は前記第一孔部に挿入され、
前記他方の突起部は前記第二孔部に挿入されている、請求項３に記載の連結機構。
【請求項５】
　前記連結部が前記第二カップリングに挿入され前記連結部と前記第二カップリングとが
連結した状態であって、かつ、前記第二カップリングの前記回転方向において前記連結部
と前記第二カップリングとが当接している状態を当接状態として、
　前記第二隙間防止機構は、前記連結部が前記第二カップリングの内部と接触しながら前
記第二カップリングに挿入されることにより前記当接状態となる機構を有する、請求項１
から請求項４のいずれか１項に記載の連結機構。
【請求項６】
　前記第二カップリングの前記内部には傾斜部が形成されている、請求項５に記載の連結
機構。
【請求項７】
　前記連結部が前記第二カップリングに挿入され前記連結部と前記第二カップリングとが
連結した状態であって、かつ、前記第二カップリングの前記回転方向において前記連結部
と前記第二カップリングとが当接している状態を当接状態として、
　前記第二隙間防止機構は、前記連結部が前記第一カップリングの内部と接触した状態で
前記連結部が前記第二カップリングに押圧されることにより前記当接状態となる機構を有
する、請求項１から請求項６のいずれか１項に記載の連結機構。
【請求項８】
　前記第一カップリングの前記内部には傾斜部が形成されている、請求項７に記載の連結
機構。
【請求項９】
　前記第一カップリングは駆動源と連結しており、前記駆動源から受ける動力を前記連結
部を介して前記第二カップリングに伝達し、
　前記連結部が前記第二カップリングに挿入され前記連結部と前記第二カップリングとが
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連結した状態であって、かつ、前記第二カップリングの前記回転方向において前記連結部
と前記第二カップリングとが当接している状態を当接状態として、
　前記当接状態ではない状態において、前記第一カップリングは、前記駆動源との連結が
切れている状態にある、請求項１から請求項８のいずれか１項に記載の連結機構。
【請求項１０】
　前記連結機構の外部に開閉可能な扉部が設けられており、
　筒状の前記第一カップリングは、前記扉部の開閉に連動して前記第一カップリングの軸
方向に移動可能であり、
　前記第一カップリングが前記軸方向に移動することにより、前記連結部と前記第二カッ
プリングとの連結状態、および非連結状態が切り替えられる、請求項１から請求項９のい
ずれか１項に記載の連結機構。
【請求項１１】
　請求項１から請求項１０のいずれか１項に記載された連結機構と、
　前記連結機構に連結される定着ローラーと、を備える、定着装置。
【請求項１２】
　請求項１１に記載された定着装置と、
　前記定着装置に搬送する記録媒体を収容する収容部と、を備える、画像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、連結機構、定着装置および画像形成装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　駆動側のカップリングと被駆動側のカップリングとを連結させる連結機構に関する技術
が、特開２０１１－２３７７３４号公報（特許文献１）、および特開２０１１－１５４４
０７号公報（特許文献２）に開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１１－２３７７３４号公報
【特許文献２】特開２０１１－１５４４０７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　上記特許文献に開示される連結機構において、駆動側のカップリングと被駆動側のカッ
プリングとの間に隙間が生じて、駆動側のカップリングが回転してから被駆動側のカップ
リングが回転するまでの間に応答遅れが生じる場合がある。
【０００５】
　本開示では、応答遅れを抑制できる連結機構、定着装置および画像形成装置が提供され
る。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本開示に係る連結機構は、第一カップリングと、第二カップリングと、連結部と、弾性
部とを備えている。上記第一カップリングは、回転可能に構成されている。上記第二カッ
プリングは、回転可能に構成されている。上記連結部は、上記第一カップリングに取付け
られている。上記連結部は、上記第一カップリングおよび上記第二カップリングのいずれ
か一方の動力を他方に伝達する。上記弾性部は、上記第一カップリングと上記連結部との
間に配置されている。上記連結機構は、第一隙間防止機構および第二隙間防止機構を含ん
でいる。上記第一隙間防止機構は、上記第一カップリングの回転方向における、上記第一
カップリングと上記連結部との間に生じる隙間を防止する。上記第二隙間防止機構は、上



(4) JP 2019-184781 A 2019.10.24

10

20

30

40

50

記第二カップリングの回転方向における、上記第二カップリングと上記連結部との間に生
じる隙間を防止する。
【０００７】
　上記連結機構において、上記第一隙間防止機構は、上記第一カップリングの上記回転方
向において上記連結部と上記第一カップリングとが当接しているように上記弾性部が上記
連結部を付勢している機構を有する。
【０００８】
　上記連結機構において、上記弾性部は、圧縮コイルばねである。
　上記連結機構において、上記圧縮コイルばねは、上記圧縮コイルばねの両端に一対の突
起部を含んでいる。上記第一カップリングには、一方の上記突起部が挿入される第一孔部
が形成されている。上記連結部には、他方の上記突起部が挿入される第二孔部が形成され
ている。上記圧縮コイルばねが捩られた状態で、上記一方の突起部は上記第一孔部に挿入
され、上記他方の突起部は上記第二孔部に挿入されている。
【０００９】
　上記連結機構において、上記連結部が上記第二カップリングに挿入され上記連結部と上
記第二カップリングとが連結した状態であって、かつ、上記第二カップリングの上記回転
方向において上記連結部と上記第二カップリングとが当接している状態を当接状態とする
。上記第二隙間防止機構は、上記連結部が上記第二カップリングの内部と接触しながら上
記第二カップリングに挿入されることにより上記当接状態となる機構を有している。
【００１０】
　上記第二カップリングの上記内部には傾斜部が形成されている。
　上記連結機構において、上記連結部が上記第二カップリングに挿入され上記連結部と上
記第二カップリングとが連結した状態であって、かつ、上記第二カップリングの上記回転
方向において上記連結部と上記第二カップリングとが当接している状態を当接状態とする
。上記第二隙間防止機構は、上記連結部が上記第一カップリングの内部と接触した状態で
上記連結部が上記第二カップリングに押圧されることにより上記当接状態となる機構を有
する。
【００１１】
　上記連結機構において、上記第一カップリングの上記内部には傾斜部が形成されている
。
【００１２】
　上記連結機構において、上記第一カップリングは、駆動源と連結している。第一カップ
リングは、上記駆動源から受ける動力を上記連結部を介して上記第二カップリングに伝達
する。上記連結部が上記第二カップリングに挿入され上記連結部と上記第二カップリング
とが連結した状態であって、かつ、上記第二カップリングの上記回転方向において上記連
結部と上記第二カップリングとが当接している状態を当接状態とする。上記当接状態では
ない状態において、上記第一カップリングは、上記駆動源との連結が切れている状態にあ
る。
【００１３】
　上記連結機構において、上記連結機構の外部に開閉可能な扉部が設けられている。筒状
の上記第一カップリングは、上記扉部の開閉に連動して上記第一カップリングの軸方向に
移動可能である。上記第一カップリングが上記軸方向に移動することにより、上記連結部
と上記第二カップリングとの連結状態、および非連結状態が切り替えられる。
【００１４】
　本開示に係る定着装置は、上記のいずれかの局面の連結機構と、上記連結機構に連結さ
れる定着ローラーとを備える。
【００１５】
　本開示に係る画像形成装置は、定着装置と、上記定着装置に搬送する記録媒体を収容す
る収容部と、を備えている。
【発明の効果】
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【００１６】
　本開示に従えば、応答遅れを抑制することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】実施の形態の画像形成装置の概略図である。
【図２】実施の形態の連結機構を示す概略斜視図である。
【図３】実施の形態の連結機構を構成する主な部品を示す概略斜視図である。
【図４】連結部の上面図である。
【図５】第一カップリングの内部を示す概略斜視図である。
【図６】第二カップリングの内部を示す概略斜視図である。
【図７】第一カップリングおよび第二カップリングが連結する前の連結機構の概略断面図
である。
【図８】第一カップリングおよび第二カップリングが連結した後の連結機構の概略断面図
である。
【図９】第一カップリングおよび第二カップリングが連結する前の簡略断面図である。
【図１０】第一カップリングおよび第二カップリングが連結した後の簡略断面図である。
【図１１】第二カップリングの回転方向において三角ジョイントと第二カップリングとの
間に隙間がない状態を示す概略正面図である。
【図１２】三角ジョイントが第二カップリングに挿入される際に三角ジョイントが突起部
に乗り上げた場合を示す概略正面図である。
【図１３】三角ジョイントと第二カップリングとが連結しているが当接状態ではない場合
を示す概略正面図である。
【図１４】図１０に示す連結状態の直前の状態を示す簡略断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下、実施の形態について、図を参照して詳細に説明する。以下に示す実施の形態にお
いては、画像形成装置および定着装置として、電子写真方式を採用したいわゆるタンデム
型のカラープリンターおよびこれに具備された定着装置を例示して説明を行なう。なお、
以下に示す実施の形態においては、同一のまたは共通する部分について図中同一の符号を
付し、その説明は繰り返さない。
【００１９】
　［構成］
　図１は、実施の形態の画像形成装置１００の概略図である。図１を参照して、本実施の
形態に係る画像形成装置１００の概略的な構成および動作について説明する。
【００２０】
　画像形成装置１００は、装置本体１８と、収容部９とを主として備えている。装置本体
１８は、記録媒体としての用紙Ｓに画像を形成するための部位である画像形成部２Ａと、
画像形成部２Ａに用紙Ｓを供給するための部位である給紙部２Ｂとを含んでいる。収容部
９は、画像形成部２Ａに供給するための用紙Ｓを収納するものであり、給紙部２Ｂに着脱
自在に設けられている。収容部９は、後述する定着装置１に搬送する用紙Ｓを収容する。
【００２１】
　画像形成装置１００の内部には、複数のローラー１９が設置されており、これにより用
紙Ｓが所定の方向に沿って搬送される搬送経路４が、上述した画像形成部２Ａおよび給紙
部２Ｂに跨って構築されている。図中に示すように、装置本体１８には、画像形成部２Ａ
に用紙Ｓを供給するための手差しトレイ９ａが別途設けられていてもよい。
【００２２】
　画像形成部２Ａは、たとえばイエロー（Ｙ）、マゼンタ（Ｍ）、シアン（Ｃ）およびブ
ラック（Ｋ）の各色のトナー像を形成可能な作像ユニット５と、当該作像ユニット５に含
まれる感光体を露光するための露光ユニット６と、作像ユニット５に張架された中間転写
ベルト７ａと、搬送経路４上であってかつ中間転写ベルト７ａの走路上に設けられた転写
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部７と、転写部７よりも下流側の部分の搬送経路４上に設けられた、実施の形態に係る定
着装置１とを主として備えている。定着装置１は、連結機構２（図示しない）と、連結機
構２に連結される定着ローラー１ａと、を含んでいる。連結機構２については後述する。
【００２３】
　作像ユニット５は、露光ユニット６からの露光を受けてイエロー（Ｙ）、マゼンタ（Ｍ
）、シアン（Ｃ）およびブラック（Ｋ）の各色のトナー像あるいはブラック（Ｋ）のみか
らなるトナー像を感光体の表面に形成し、これを中間転写ベルト７ａに転写する（いわゆ
る一次転写）。これにより、中間転写ベルト７ａには、カラートナー像あるいはモノクロ
トナー像が形成されることになる。
【００２４】
　中間転写ベルト７ａは、その表面に形成されたカラートナー像あるいはモノクロトナー
像を転写部７へと移送し、給紙部２Ｂから転写部７へと搬送されてきた用紙Ｓとともに転
写部７において圧接される。これにより、中間転写ベルト７ａの表面に形成されたカラー
トナー像あるいはモノクロトナー像が用紙Ｓへと転写される（いわゆる二次転写）。
【００２５】
　カラートナー像あるいはモノクロトナー像が転写された用紙Ｓは、その後、定着ローラ
ー１ａによって加圧および加熱される。これにより、用紙Ｓにカラー画像あるいはモノク
ロ画像が形成されることになり、当該カラー画像あるいはモノクロ画像が形成された用紙
Ｓは、その後、装置本体１８から排出される。
【００２６】
　図２は、実施の形態の連結機構２を示す概略斜視図である。連結機構２は、第一カップ
リング１０と、第二カップリング４０とを備えている。図２では、第二カップリング４０
の内部が見えるように、第二カップリング４０を２点鎖線で示している。第一カップリン
グ１０および第二カップリング４０は、筒状の形状を有している。第一カップリング１０
および第二カップリング４０は、回転可能に構成されている。第二カップリング４０は、
定着ローラー１ａ（図１参照）に取付けられている。第一カップリング１０は、駆動源が
設けられている側のカップリングである。第二カップリング４０は、定着ローラー１ａが
設けられている側（被駆動側）のカップリングである。
【００２７】
　連結機構２は、駆動源をさらに備えている。実施の形態において、駆動源はモーター３
である。モーター３は、複数のギヤ３ａと、後述する隣接ギア９０とを介して、第一カッ
プリング１０に動力を伝える。第一カップリング１０は、モーター３からの動力を受けて
、後述する三角ジョイント３０を介して第二カップリング４０に動力を伝達する。モータ
ー３からの動力が伝達された第二カップリング４０は回転する。これにより、定着ローラ
ー１ａが回転することになる。
【００２８】
　図３は、実施の形態の連結機構２を構成する主な部品を示す概略斜視図である。図３中
に示された両矢印は、第一カップリング１０の軸方向ＤＲ１を示している。軸方向ＤＲ１
は、第二カップリング４０の軸方向と平行である。
【００２９】
　図３に示すように、連結機構２は、弾性部をさらに備えている。実施の形態において、
弾性部は、圧縮コイルばね２０である。圧縮コイルばね２０は、軸方向ＤＲ１に延在して
いる。圧縮コイルばね２０は、軸方向ＤＲ１における圧縮コイルばね２０の両端に一対の
棒状の突起部２１を含んでいる。突起部２１は、軸方向ＤＲ１に延びる形状を有している
。
【００３０】
　図４は、連結部の上面図である。図３および図４を参照して、連結部について説明する
。連結機構２は、連結部をさらに備えている。実施の形態において、連結部は三角ジョイ
ント３０である。三角ジョイント３０は、軸方向ＤＲ１に延びる形状を有している。三角
ジョイント３０は、第一カップリング１０と一体となって回転し、第一カップリング１０
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の動力を第二カップリング４０に伝達する。三角ジョイント３０は、三角ジョイント３０
の外形の一部を構成する角部３２を有している。角部３２は、一方向に真っ直ぐ延びる形
状を有している。角部３２は、軸方向ＤＲ１に対して傾斜して延びている。
【００３１】
　三角ジョイント３０は、軸方向ＤＲ１に向く第一面３０ａおよび第二面３０ｂを有して
いる。第一面３０ａは、第一カップリング１０と対向している。第二面３０ｂは、第二カ
ップリング４０と対向している。第一面３０ａには、第二孔部３１が形成されている。第
二孔部３１は、第一面３０ａが窪んで形成されている。三角ジョイント３０は、３つの抜
け止め３３をさらに有している。抜け止め３３は、軸方向ＤＲ１に直交する方向に突出し
ている。３つの抜け止め３３は、三角ジョイント３０が回転する方向（図４中のＬ）にお
いて、均等な間隔で配置されている。
【００３２】
　図５は、第一カップリング１０の内部を示す概略斜視図である。図３および図５を参照
して、第一カップリング１０の詳細について説明する。第一カップリング１０は、ギヤ歯
１３をその外周に有している。隣接ギア９０（図２参照）のギヤ歯とギヤ歯１３とが噛合
うことにより、第一カップリング１０が回転する。第一カップリング１０は、複数のギヤ
３ａと、隣接ギア９０とを介して、モーター３と連結している。第一カップリング１０は
、モーター３から受ける動力を三角ジョイント３０を介して第二カップリング４０に伝達
する。
【００３３】
　第一カップリング１０は、座面１４を有している。座面１４には、圧縮コイルばね２０
が設置される。座面１４は、軸方向ＤＲ１に対して直交する方向延在している。座面１４
には、突起部２１が挿入される第一孔部１２が形成されている。第一孔部１２は、軸方向
ＤＲ１に貫通している。第一カップリング１０の内部には３つの傾斜部１１が形成されて
いる。傾斜部１１は、座面１４が延在する平面に対して傾斜する形状を有している。３つ
の傾斜部１１は、第一カップリング１０の回転方向（図５中のＡ方向）において、等間隔
に設けられている。
【００３４】
　図６は、第二カップリング４０の内部を示す概略斜視図である。図３および図６を参照
して、第二カップリング４０の詳細について説明する。第二カップリング４０は、三角ジ
ョイント３０と対向している。第二カップリング４０は、一方に開口し、他方に底面４３
を有するカップ状の形状を有している。底面４３は、軸方向ＤＲ１に直交する方向に延在
している。第二カップリング４０は、丘部４４、および内周面４２を有している。第二カ
ップリング４０の内部には３つの丘部４４が形成されている。丘部４４は、内周面４２か
ら突出している。丘部４４は、底面４３から突出している。丘部４４は、内周面４２およ
び底面４３に亘って設けられている。３つの丘部４４は、第二カップリング４０の回転方
向（図６中の矢印Ｂ）において、等間隔に設けられている。
【００３５】
　丘部４４は、傾斜部４１および側壁部４５を有している。傾斜部４１は、軸方向ＤＲ１
において、三角ジョイント３０と当接しうる部分である。傾斜部４１は、底面４３が延在
する平面に対して傾斜する形状を有している。側壁部４５は、軸方向ＤＲ１に沿って延び
る形状を有している。側壁部４５は、丘部４４の外径の一部を構成する面である。
【００３６】
　図７は、第一カップリング１０および第二カップリング４０が連結する前の連結機構２
の概略断面図である。図８は、第一カップリング１０および第二カップリング４０が連結
した後の連結機構２の概略断面図である。図７および図８を用いて、第一カップリング１
０と第二カップリング４０との連結について説明する。
【００３７】
　第一カップリング１０は、スリーブ部１５を有している。スリーブ部１５は、第一カッ
プリング１０の内周面に取付けられている。スリーブ部１５は、挿入面１６を有している
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。挿入面１６に軸方向ＤＲ１に向いている。挿入面１６には、貫通孔１７が形成されてい
る。貫通孔１７には、三角ジョイント３０が挿入されている。三角ジョイント３０は、図
示しない抜け止め３３によってスリーブ部１５から外れないように構成されている。三角
ジョイント３０は、スリーブ部１５に取付けられている。
【００３８】
　連結機構２の外部には、開閉可能な扉部８０が設けられている。扉部８０は、画像形成
装置１００に設けられている。連結機構２は、レバー部７０をさらに有している。レバー
部７０は、扉部８０の開閉に連動して回動するように構成されている。
【００３９】
　図７の状態は、扉部８０が開いている状態であり、図８の状態は、扉部８０が閉じてい
る状態である。図７および図８ともに、モーター３が駆動していない状態である。モータ
ー３が駆動していない状態における、第一カップリング１０と第二カップリング４０との
連結について説明する。
【００４０】
　図８に示すように、扉部８０が閉じられるとレバー部７０が回動して、第一カップリン
グ１０が第二カップリング４０に近づく方向（図８中の白抜き矢印Ｅ方向）に押圧される
。第一カップリング１０は、扉部８０の開閉に連動して軸方向ＤＲ１に移動可能である。
押圧された第一カップリング１０は、三角ジョイント３０と一体となって軸方向ＤＲ１に
沿いながら第二カップリング４０に向かって移動し、第二カップリング４０に三角ジョイ
ント３０が挿入される。これにより、第一カップリング１０と第二カップリング４０とが
三角ジョイント３０を介して連結されることになる。
【００４１】
　第一カップリング１０および三角ジョイント３０が軸方向ＤＲ１に移動することにより
、三角ジョイント３０と第二カップリング４０との連結状態、および非連結状態が切り替
えられる。第一カップリング１０と第二カップリング４０とが連結された状態において、
モーター３を駆動させると、モーター３からの駆動力が第一カップリング１０に伝達され
、第一カップリング１０が三角ジョイント３０とともに回転することにより、第二カップ
リング４０が回転する。
【００４２】
　定着ローラー１ａのメンテナンスのために扉部８０を開けて定着ローラー１ａを取り外
す際（図７の状態）、三角ジョイント３０と第二カップリング４０とは非連結状態となっ
ている。
【００４３】
　連結機構２は、隣接ギア９０をさらに含んでいる。隣接ギア９０は、第一カップリング
１０と隣接している。隣接ギア９０には、複数のギヤ３ａを介して（図２参照）、モータ
ー３からの動力が伝達される。隣接ギア９０のギヤ歯９１と第一カップリング１０のギヤ
歯１３とが噛合うことにより、隣接ギア９０は、モーター３からの動力を第一カップリン
グ１０に伝達できる。
【００４４】
　隣接ギア９０は、外周面９２を有している。外周面９２にギヤ歯９１が設けられている
。ギヤ歯９１は、第一カップリング１０のギヤ歯１３と噛合う。第一カップリング１０の
ギヤ歯１３が、ギヤ歯９１と噛合っている場合、第一カップリング１０は、第一カップリ
ング１０とモーター３とが隣接ギア９０を介して連結していることによる負荷を受けるた
め、回転しにくい状態である。三角ジョイント３０と第二カップリング４０とが連結して
いる状態において、第一カップリング１０は、非連結状態と比較して、回転しにくい。
【００４５】
　外周面９２には、ギヤ歯が設けられていない歯無領域９３が形成されている。歯無領域
９３は、ギヤ歯が形成されておらず、第一カップリング１０のギヤ歯１３と噛合わない領
域である。第一カップリング１０が、軸方向ＤＲ１において、歯無領域９３に係る位置に
ある場合、第一カップリング１０とモーター３との連結は、隣接ギア９０で途切れている
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ことになる。
【００４６】
　そのため、第一カップリング１０は、モーター３と連結していることによる負荷を受け
ず、回転しやすい状態にある。三角ジョイント３０と第二カップリング４０とが連結して
いない状態において、第一カップリング１０は、モーター３との連結が途切れている状態
にあるため、モーター３と連結している状態と比較して回転しやすい。
【００４７】
　第一カップリング１０が、軸方向ＤＲ１において、歯無領域９３に係る領域を移動する
場合、ギヤ歯９１に係る領域を移動する場合と比較して、第一カップリング１０は回転し
やすい状態にある。
【００４８】
　（第一隙間防止機構５０）
　第一カップリング１０の駆動力が三角ジョイント３０を介して第二カップリング４０に
伝達されるにあたって、第一カップリング１０と三角ジョイント３０との間、および三角
ジョイント３０と第二カップリング４０との間に隙間（ガタ）が存在すると、第一カップ
リング１０が回転し始めたときに、駆動がすぐに第二カップリング４０に伝達されず、第
二カップリング４０の応答遅れが生じる。以下、第二カップリング４０の応答遅れを防止
するための第一隙間防止機構５０および第二隙間防止機構６０について説明する。
【００４９】
　図９は、第一カップリング１０および第二カップリング４０が連結する前の簡略断面図
である。図９では、図７に示す連結機構２の主要部分を簡略化して図示している。連結機
構２は、第一隙間防止機構５０を有している。第一隙間防止機構５０は、第一カップリン
グ１０の回転方向（図９中のＣ方向、第一カップリング１０の上側からみて反時計回り）
における、第一カップリング１０と三角ジョイント３０との間に生じる隙間を防止する。
第一隙間防止機構５０は、第一カップリング１０、圧縮コイルばね２０、および三角ジョ
イント３０から構成されている。
【００５０】
　圧縮コイルばね２０は、軸方向ＤＲ１において、第一カップリング１０と三角ジョイン
ト３０との間に配置されている。第一孔部１２には、圧縮コイルばね２０の一方の突起部
２１が挿入されている。第二孔部３１には、他方の突起部２１が挿入されている。圧縮コ
イルばね２０が元の形状から捩られた状態で、一方の突起部２１が第一孔部１２に挿入さ
れ、他方の突起部２１が第二孔部３１に挿入されている。
【００５１】
　これにより、圧縮コイルばね２０を捩った方向と反対の方向に、元の形状に戻ろうとす
る復元力が生じる。図９中では、領域Ｘに示すように、三角ジョイント３０の角部３２と
スリーブ部１５の挿入面１６とが常に当接しているように復元力が生じている。第一カッ
プリング１０の回転方向において、角部３２と挿入面１６とが当接している。圧縮コイル
ばね２０は、圧縮コイルばね２０が捩られた方向と反対の方向に三角ジョイント３０を付
勢している。圧縮コイルばね２０は、第一カップリング１０の回転方向において、スリー
ブ部１５に三角ジョイント３０を付勢している。
【００５２】
　第一隙間防止機構５０は、第一カップリング１０の回転方向において三角ジョイント３
０と第一カップリング１０（スリーブ部１５）とが当接しているように圧縮コイルばね２
０が三角ジョイント３０を付勢している機構を有している。
【００５３】
　上記構成とすることにより、第一カップリング１０は、三角ジョイント３０と一体とな
って回転することになる。これにより、第一カップリング１０の回転方向において、第一
カップリング１０と三角ジョイント３０との間に隙間は生じない。そのため、三角ジョイ
ント３０が応答遅れを生じることなく、第一カップリング１０からの回転駆動は、ダイレ
クトに三角ジョイント３０に伝達される。
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【００５４】
　（第二隙間防止機構６０）
　図１０は、第一カップリング１０および第二カップリング４０が連結した後の簡略断面
図である。図１０では、図８に示す連結機構２の主要部分を簡略化して図示している。連
結機構２は、第二隙間防止機構６０をさらに有している。第二隙間防止機構６０は、第二
カップリング４０の回転方向（図１０中のＥ方向、第二カップリング４０の下側からみて
時計回り）における、第二カップリング４０と三角ジョイント３０との間に生じる隙間を
防止する。第二隙間防止機構６０は、乗上げ時隙間防止機構６１と、非乗上げ時隙間防止
機構６２とを有している。
【００５５】
　（乗上げ時隙間防止機構６１）
　図１１は、第二カップリング４０の回転方向において三角ジョイント３０と第二カップ
リング４０との間に隙間がない状態を示す概略正面図である。三角ジョイント３０と第二
カップリング４０とが連結した状態であって、かつ、第二カップリング４０（三角ジョイ
ント３０）の回転方向（図１１中のＦ方向）において三角ジョイント３０の角部３２と第
二カップリング４０の側壁部４５とが当接している状態を当接状態とする（以下、当接状
態の定義について同じ）。当接状態にあるとき、第二カップリング４０の回転方向におい
て、第二カップリング４０と三角ジョイント３０との間に隙間が生じていない。そのため
、当接状態であれば、第二カップリング４０の応答遅れを生じさせることなく、第一カッ
プリング１０の回転を三角ジョイント３０を介してダイレクトに第二カップリング４０に
伝達することができる。
【００５６】
　図１２は、三角ジョイント３０が第二カップリング４０に挿入される際に三角ジョイン
ト３０が丘部４４に乗り上げた場合を示す概略正面図である。定着ローラー１ａをモータ
ー３と連結するにあたって、扉部８０を閉めることで（図８参照）、三角ジョイント３０
が第二カップリング４０に挿入される。このときに、三角ジョイント３０が第二カップリ
ング４０の底面４３にダイレクトに押し込まれず、図１２に示すように三角ジョイント３
０が丘部４４に乗り上げる場合がある。
【００５７】
　乗上げ時隙間防止機構６１は、三角ジョイント３０が丘部４４に乗り上げた場合におい
て、第二カップリング４０と三角ジョイント３０との隙間を防止する機能を果たす。
【００５８】
　三角ジョイント３０が丘部４４に乗り上げた場合、三角ジョイント３０の第二面３０ｂ
と傾斜部４１とが当接することになる（図１２中の領域Ｙ）。このとき、傾斜部４１は、
三角ジョイント３０を第一カップリング１０に向かって押圧する。これにより、圧縮コイ
ルばね２０が圧縮する。圧縮した圧縮コイルばね２０の反発力によって、三角ジョイント
３０は傾斜部４１に押圧される。
【００５９】
　三角ジョイント３０が底面４３に対して傾斜する傾斜部４１に押圧されることにより、
三角ジョイント３０は、傾斜部４１の形状に沿って回転する。実施の形態において、三角
ジョイント３０は、第二カップリング４０が回転する方向（図１２中のＦ方向）と反対の
方向（図１２中のＮ方向）に、第一カップリング１０と一体となって回転する。回転した
三角ジョイント３０の角部３２が側壁部４５にさしかかると、角部３２が側壁部４５に沿
って底面４３に向かって押し込まれる。
【００６０】
　これにより、三角ジョイント３０が丘部４４を乗り上げた状態が解除され、三角ジョイ
ント３０と第二カップリング４０とが連結される。さらに、角部３２が側壁部４５に沿い
ながら底面４３に押し込まれるため、第二カップリング４０の回転方向において角部３２
と側壁部４５とが当接している状態にある。三角ジョイント３０が丘部４４に乗り上げた
場合であっても、乗上げ時隙間防止機構６１が機能することによって、図１１に示すよう
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な当接状態とすることができる。
【００６１】
　乗上げ時隙間防止機構６１は、三角ジョイント３０を第二カップリング４０に挿入する
場合であって、三角ジョイント３０が丘部４４に乗り上げた際において、三角ジョイント
３０が第二カップリング４０の内部と接触しながら第二カップリング４０に挿入（押圧）
されることにより当接状態となる機構を有している。
【００６２】
　上記構成とすることにより、三角ジョイント３０が丘部４４に乗り上げた場合であって
も、第二カップリング４０の回転方向（図１２中のＦ方向）において、第二カップリング
４０と三角ジョイント３０との間に隙間は生じない。そのため、三角ジョイント３０の回
転は、応答遅れを生じさせることなくダイレクトに第二カップリング４０に伝達される。
【００６３】
　（非乗上げ時隙間防止機構６２）
　図１３は、三角ジョイント３０と第二カップリング４０とが連結しているが当接状態で
はない場合を示す概略正面図である。図１３に示す状態のように、三角ジョイント３０を
第二カップリング４０に挿入する際に、三角ジョイント３０が丘部４４に乗り上げない場
合もある。図１３の状態では、角部３２と側壁部４５とが当接しておらず、第二カップリ
ング４０の回転方向において（図１３中のＧ方向）、三角ジョイント３０と第二カップリ
ング４０との間には隙間がある。この状態で三角ジョイント３０が回転すると、第二カッ
プリング４０の応答遅れが生じる。
【００６４】
　図１４は、図１０に示す連結状態の直前の状態を示す簡略断面図である。図１０および
図１４を参照して、非乗上げ時隙間防止機構６２について説明する。非乗上げ時隙間防止
機構６２は、三角ジョイント３０を第二カップリング４０に挿入する際に三角ジョイント
３０が丘部４４に乗り上げなかった場合において、第二カップリング４０と三角ジョイン
ト３０との隙間を防止する機能を果たす。
【００６５】
　図１４に示す状態において、三角ジョイント３０と第二カップリング４０の底面４３と
は接触していない。図１４に示す状態から第一カップリング１０を第二カップリング４０
に向かって（図１４中の白抜き矢印Ｈ方向）押圧すると、図１０のように三角ジョイント
３０と底面４３とが接触し、三角ジョイント３０が第二カップリング４０によって第一カ
ップリング１０に向かって押圧される。
【００６６】
　これにより、三角ジョイント３０は、第一カップリング１０に向かって移動し、三角ジ
ョイント３０の第一面３０ａと、第一カップリング１０の傾斜部１１（図５参照）とが当
接する。第一面３０ａに傾斜部１１が当接した状態のまま、第一カップリング１０を第二
カップリング４０に向かって押圧すると、三角ジョイント３０は、傾斜部１１の形状に沿
って回転する。
【００６７】
　実施の形態において、三角ジョイント３０は、第二カップリング４０が回転する方向（
図１０中のＥ方向、第二カップリング４０の下側からみて時計回り）に回転する。このと
き、第一隙間防止機構５０が機能することにより、第一カップリング１０は三角ジョイン
ト３０と一体となって回転する。
【００６８】
　このように、非乗上げ時隙間防止機構６２が機能することにより、図１１に示すような
当接状態となる。非乗上げ時隙間防止機構６２は、三角ジョイント３０が第一カップリン
グ１０の内部と接触した状態で三角ジョイント３０が第二カップリング４０に押圧される
ことにより当接状態となる機構を有している。
【００６９】
　上記構成とすることにより、三角ジョイント３０が丘部４４に乗り上げない場合であっ
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ても、第二カップリング４０の回転方向において、第二カップリング４０と三角ジョイン
ト３０との間に隙間は生じない。そのため、三角ジョイント３０からの回転は、応答遅れ
を生じさせることなくダイレクトに第二カップリング４０に伝達される。
【００７０】
　以上のように乗上げ時隙間防止機構６１、および非乗上げ時隙間防止機構６２を組み合
わせることにより、三角ジョイント３０と第二カップリング４０との間に生じる隙間を防
止できる。第一隙間防止機構５０が機能することにより、第一カップリング１０と三角ジ
ョイント３０との間に生じる隙間も防止される。第一隙間防止機構５０および第二隙間防
止機構６０（乗上げ時隙間防止機構６１、非乗上げ時隙間防止機構６２）が機能すること
により、第一カップリング１０が回転した場合、第二カップリング４０の応答遅れが生じ
ることなく、第二カップリング４０が回転することになる。
【００７１】
　（作用効果）
　ギヤによる駆動伝達では、応答遅れはほとんど生じないが、カップリングを用いた駆動
伝達では、カップリング同士やカップリングと軸との間に隙間が生じ、応答遅れが生じる
場合がある。応答遅れが生じると、モーターが回転してから被駆動側が回転するまでにタ
イムラグが生じる。定着ローラーにカップリングを用いた駆動伝達を用いる場合において
、応答遅れが発生している状態（モーターは回転しているが、被駆動側である定着ローラ
ーがまだ回転していない状態）でヒーターを入れると、定着ローラーが局所的に高温状態
となり、定着ローラーが破損する場合がある。
【００７２】
　図９および図１１に示すように、第一隙間防止機構５０および第二隙間防止機構６０を
設けることにより、第一カップリング１０および三角ジョイント３０、並びに、三角ジョ
イント３０および第二カップリング４０を、第一カップリング１０の回転方向において、
常に当接した状態に保つことができる。
【００７３】
　これにより、モーター３からの動力が第一カップリング１０に伝達し、第一カップリン
グ１０が回転すると同時に第二カップリング４０が回転する。したがって、第二カップリ
ング４０の応答遅れは生じない。
【００７４】
　従来の連結機構では、定着ローラーが回転するまでヒーターを入れることができなかっ
たが、第一隙間防止機構５０および第二隙間防止機構６０を適用することにより、ウォー
ムアップタイムを短くすることができる。
【００７５】
　従来の連結機構では、特に定着ローラー等のユニットを取り付けた初期に隙間が生じる
が、第一隙間防止機構５０および第二隙間防止機構６０を適用することにより、定着ロー
ラー１ａを取り付けた直後においても当接状態とすることができる。
【００７６】
　図９に示すように、第一カップリング１０の回転方向において、三角ジョイント３０と
第一カップリング１０とが当接（図９中の領域Ｘ）しているように圧縮コイルばね２０が
三角ジョイント３０を付勢している。これにより、簡素な構成で、第一カップリング１０
と三角ジョイント３０とが常に当接している状態にすることができる。
【００７７】
　圧縮コイルばね２０に突起部２１を設けることにより、簡易な構成で、三角ジョイント
３０と第一カップリング１０とが当接しているように圧縮コイルばね２０が三角ジョイン
ト３０を付勢することができる。
【００７８】
　従来の連結機構において、三角ジョイントが第二カップリングの内部の丘部等に乗り上
げると、三角ジョイントがスムーズに第二カップリングに挿入されない場合がある。この
場合において、三角ジョイントが第二カップリングによって押圧され、圧縮コイルばねが
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過剰に圧縮される状態になる。過剰に圧縮された圧縮コイルばねが元の形状に戻ろうとす
ると衝撃音が発生する。
【００７９】
　図１２に示すように、三角ジョイント３０が第二カップリング４０の内部と当接しなが
ら第二カップリング４０に挿入されることにより、当接状態となる。三角ジョイント３０
が丘部４４に乗り上げた場合であっても、三角ジョイント３０はスムーズに第二カップリ
ング４０に挿入される。これにより、上記衝撃音の発生を抑制することができる。したが
って、ユーザーに故障したと感じさせることがなく、安心感を与えることができる。
【００８０】
　第二カップリング４０の内部に傾斜部４１を設けることにより、簡易な構成で、三角ジ
ョイント３０をスムーズに第二カップリング４０に挿入することができる。さらに、簡易
な構成で、当接状態とすることができる。
【００８１】
　図１０に示すように、三角ジョイント３０が第一カップリング１０の内部と当接したま
ま三角ジョイント３０が第一カップリング１０に向かって第二カップリング４０に押圧さ
れることにより、当接状態となる。これにより、別部品（機構）を採用せずとも、三角ジ
ョイント３０と第二カップリング４０との間の隙間を防止できる。
【００８２】
　図５に示すように、傾斜部１１を設けることにより、簡易な構成で、当接状態とするこ
とができる。
【００８３】
　図７に示すように、当接状態ではない状態（三角ジョイント３０と第二カップリング４
０とが連結していない状態）において、第一カップリング１０はモーター３との連結が切
れている状態にある。第二カップリング４０と三角ジョイント３０とが決められた位置関
係（たとえば三角ジョイント３０と第二カップリング４０とが連結した状態における位置
関係）になるまでは、第一カップリング１０と隣接ギア９０（モーター３）との連結を遮
断し、上記決められた位置関係になったときに、第一カップリング１０とモーター３とを
連結する構成としている。
【００８４】
　これにより、三角ジョイント３０と第二カップリング４０とが連結していない状態にお
いて、三角ジョイント３０が第一カップリング１０とともに自由に回転することができる
。したがって、乗上げ時隙間防止機構６１の機能（三角ジョイント３０が丘部４４に乗り
上げた場合における、第二カップリング４０と三角ジョイント３０との隙間を防止する機
能）を効果的に発揮することができる。
【００８５】
　実施の形態において、隣接ギア９０に歯無領域９３を設けることにより、第一カップリ
ング１０とモーター３との連結を遮断できる構成としているが、電磁クラッチ等を用いて
、第一カップリング１０とモーター３との連結を遮断してもよい。電磁クラッチを用いる
場合、当接状態ではない状態（たとえば、第一カップリング１０と第二カップリング４０
とが連結している状態ではあるが、当接状態ではないとき）において、第一カップリング
１０とモーター３との連結が切れている状態にすることができる。
【００８６】
　上記当接状態ではない状態において、第一カップリング１０とモーター３との連結を遮
断することにより、乗上げ時隙間防止機構６１の機能に加えて、非乗上げ時隙間防止機構
６２の機能（三角ジョイント３０が丘部４４に乗り上げなかった場合における、第二カッ
プリング４０と三角ジョイント３０との隙間を防止する機能）も効果的に発揮することが
できる。すなわち第二隙間防止機構６０の機能を効果的に発揮することができる。
【００８７】
　第一カップリング１０は、扉部８０の開閉と連動して軸方向ＤＲ１に移動し、これによ
り、三角ジョイント３０と第二カップリング４０との連結状態および非連結状態が切り替
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トを抑制することができる。
【００８８】
　（その他）
　実施の形態において、第一カップリング１０側に駆動源（モーター３）を設けているが
、第二カップリング４０側に駆動源を設けている構成でもよい。この場合、三角ジョイン
ト３０は、第二カップリング４０の動力を第一カップリング１０に伝達する構成である。
【００８９】
　実施の形態において、ユニット（定着ローラー１ａ）を装着したのちに扉部８０を閉め
ることで、第一カップリング１０がスライドし、第二カップリング４０と連結する構成と
なっているが、ユニットを装着すると同時に第一カップリング１０と第二カップリング４
０とが連結する構成であってもよい。
【００９０】
　今回開示された実施の形態は全ての点で例示であって制限的なものではないと考えられ
るべきである。本発明の範囲は上記した説明ではなくて特許請求の範囲によって示され、
特許請求の範囲と均等の意味および範囲内での全ての変更が含まれることが意図される。
【符号の説明】
【００９１】
　１　定着装置、１ａ　定着ローラー、２　連結機構、２Ａ　画像形成部、２Ｂ　給紙部
、３　モーター、３ａ　ギヤ、４　搬送経路、５　作像ユニット、６　露光ユニット、７
　転写部、７ａ　中間転写ベルト、９　収容部、９ａ　手差しトレイ、１０　第一カップ
リング、１１，４１　傾斜部、１２　第一孔部、１３，９１　ギヤ歯、１４　座面、１５
　スリーブ部、１６　挿入面、１７　貫通孔、１８　装置本体、１９　ローラー、２０　
圧縮コイルばね、２１　突起部、３０　三角ジョイント、３０ａ　第一面、３０ｂ　第二
面、３１　第二孔部、３２　角部、３３　抜け止め、４０　第二カップリング、４２　内
周面、４３　底面、４４　突起部、４５　側壁部、５０　第一隙間防止機構、６０　第二
隙間防止機構、６１　乗上げ時隙間防止機構、６２　非乗上げ時隙間防止機構、７０　レ
バー部、８０　扉部、９０　隣接ギア、９２　外周面、９３　無領域、１００　画像形成
装置。
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